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Reducing working hours does not necessarily promote time
with family.
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年に OECD 平均を下回り，最新年度の2017年現在に至るまで下降トレンドを維持している。（図 1）
加盟国順位では日本は OECD の中では17位，先進 7 国の中では 5 位である。1 位ドイツ（1356
























































































































































































































































当てはめることができる。SPSS では交互最小 2 乗法をつかって，カテゴリの数量化を基準を満た
すまで繰り返している（石村ら（2013））。
従属変数は，仕事の満足度（1. 不満，2. どちらかといえば不満，3. どちらかといえば満足，4.
満足），独立変数は，労働時間（1. 15～29時間，2. 30～34時間，3. 35～39時間，4. 40～48時間，
5. 49～59時間，6. 60時間以上），年収（1. 200万円未満，2. 200～400万円未満，3. 400～600万
円未満，4. 600～800万円未満，5. 800～1000万円未満，6. 1000万円以上），仕事のやりがいがあ
る（1. 当てはまる，2. どちらかというと当てはまる，3. どちらかというと当てはまらない，4.
当てはまらない）である。
結果は表 5 に示すとおり，決定係数 R2＝.35（p＜ .001）となり，標準化係数は，労働時間
－.151（p＜.05），年収 .139（p＜.001），仕事のやりがい .538（p＜.001）であった。労働時間は仕
事の満足度に負の影響を与えているが，仕事のやりがいのほうが影響が大きい。また，数量化得点









U＝Y(w, e)＋M(u, x, e)-C(e)
所得 Y からの効用，努力（または余暇との代替費用）のコスト C，意義にある仕事の M を式に
表している。意義のある仕事 M の，x は仕事のミッション，内発的動機づけ理論である自律，有






































51 の結果をふまえ，政府の指標である週あたりの労働が49時間未満の場合，想定できる 1 日の
時間配分から，家庭参加の程度とキャリア形成が可能かどうかを検討する。
まず，「フルタイム労働勤務の残業なし」でどの程度の「家庭参加」が可能だろうか。
1 日当たり 8 時間勤務の場合，残業なしであっても，休憩 1 時間，通勤 1 時間，1 日あたり10時












週あたりの所定外労働が 8 時間程度で可能となる「週あたり48時間労働」の場合，週 1 日は定
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